
質 疑 回 答 書 

 

業務名：令和８年度 町単 軽井沢町多文化共生推進事業委託 

（令和８年４月20日回答） 

番号 質問項目 質疑内容 回答 

１ 仕様書Ｐ７ ３⑶ 
①日本語ボランティア養成講座で

育成する人材の目標設定について 

各地で実施されている日本語ボラ

ンティアの役割や、人材育成事業

の方針にはさまざまな考え方があ

ると思います。 

 例えば、日本語ボランティアを教

育者として位置づけ、日本語を「教

える人材」となることを目指し、学

習後の出口として外国人住民に対

する教室型の学習支援の場での活

動を想定するケースがあります。

（本事業の仕様では 4回の講座実

施ですので、一般的に学習支援の

専門性を持った人材育成には回数

として足りない印象があります。） 

一方で、ボランティアの役割をあ

くまで「生活支援」と捉え、日本語

を媒介としながらも地域での暮ら

しを支えることを目的とするた

め、必ずしも専門的な日本語教育

の知識を前提としないケースもあ

ります。さらに、防災・医療・地域

生活といった特定の文脈における

支援を重視したボランティア育成

のあり方も考えられます。（本事業

では、軽井沢町の状況等踏まえて、

こちらを想定されているのかなと

読み解きました。） 

このように、どのような場面で活

動し、どのような視点から支援を

行う人材を育成するのかによっ

て、講座の設計は大きく異なって

くるものと考えます。つきまして

は、その点に関して想定されてい

るモデルケースや想定等がござい

本事業において育成を想定し

ている日本語ボランティア像

は、ご提示いただいた分類で

いうところの「生活支援型」で

あり、専門的な日本語教育を

担う人材ではなく、地域で暮

らす外国人住民の生活を支え

る担い手としての役割を想定

しています。 

 

そのため、専門的な日本語教

育の知識・技能は必須とはせ

ず、外国人住民と関わる際の

基本的な心構えや留意点、多

文化共生に関する理解を前提

に、やさしい日本語を用いた

コミュニケーションや、地域

行事・日常生活の場面におい

て外国人住民に対して自ら声

をかけ、関わることができる

人材の育成を目標としていま

す。 

 

また、当町においては、外国人

住民のニーズ把握や地域内の

関係づくりについて、現在も

講座や事業を通じて段階的に

進めている状況にあり、現時

点では特定分野に特化した支

援体制が十分に確立されてい

る段階には至っておりませ

ん。 

 

このため、本事業においては、

特定の分野に限定しない汎用

的な生活支援力を有する人材

の育成を基本とし、今後の地

域状況に応じて多様な場面で

柔軟に関わることができる基



ましたら、ご教示いただけますと

幸いです。 

礎的な人材層の形成を目的と

しています。 

 

ただし、特定の分野（防災、医

療、就労支援等）に焦点を当て

ることが、事業目的の達成に

資する有効な提案である場合

には、その内容を企画提案書

に盛り込んでいただくことを

妨げるものではありません。 

２ 仕様書Ｐ７ ３⑶ 
②日本語ボランティア養成講座修

了後の出口について 

養成講座卒業後の出口として、み

んなのサロン等の活動の場が保証

されるということでしょうか。ま

た、認定証（町としてお墨付き）の

ようなものなどは想定されますで

しょうか。修了生となることで、ど

のようなステップアップ、活躍機

会が見込めるのか、サロンのサポ

ートに入ることによって謝金等が

支払われるのか、そのメリットな

どについてのお考え、現在の想定

をご教示いただきたいです。 

 

本講座の修了者に対する認定

証の発行や、町としての登録

制度については、現時点では

予定しておりません。 

 

修了後の活動については、特

定の活動の場や役割を町とし

て保証するものではありませ

んが、外国人住民との関わり

の機会として、町が実施する

交流事業「みんなのサロン」や

地域イベント等への参加機会

の案内・情報提供を行うこと

を想定しております。 

 

これらの場への関わり方につ

いては、あくまで任意参加を

基本とし、運営スタッフとし

ての位置づけや参加の義務付

けを行うものではありませ

ん。日常生活の中での声かけ

や見守り、地域活動への参加

等も含め、それぞれの状況に

応じた無理のない関わり方を

期待しております。 

 

なお、本事業で想定する活動

はボランティアとしての自主

的な取組を基本としているた

め、現時点では町からの謝金

等の支出は予定しておりませ

ん。 

 

一方で、今後の事業展開や地



域の状況に応じて、継続的な

関わり方や新たな活動機会の

創出について検討していく可

能性はあります。 

 


